
（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

（ かもと稲田支援 ）学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
地域や家庭と連携しながら児童生徒一人一人に応じた教育活動を実践することで、児童生徒が自
分に自信を持ち、夢に向かって挑戦する力や地域社会の中で生きていく力を育む 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

〇児童生徒が安心して学び、生活できる教育環境の整備（危機管理体制の構築、安全教育・
健康教育の推進） 

〇「道徳」の授業を中心とした相手を思いやる豊かな心の育成と人権教育の充実 
（２）学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 

〇積極的なICT活用による学習支援の工夫と生活に結びついた確かな学力の定着 
〇自立活動の充実（適切な実態把握に基づいた系統的な授業づくり、教科等の学習との関連
） 

（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 
〇地場産業や地域の方々と協働した授業づくりと就労につなぐ地域との連携 
〇地域の自然や公共施設等を活用した健やかな心や体の育成(自然体験や自然散策等) 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 
〇学校公開等地域交流を通した特別支援教育に関する情報の積極的発信 
〇幼児教育施設や小・中・高等学校への研修会等を通した地域の子どもたちへの支援の充実 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

校訓に沿った
取組の具現化 
 
 

・校訓に沿った
目標設定や実践
に取り組むこと
ができたか。 

・校訓の内容を
基にした本年度
の重点目標を明
確に示して、職
員一人一人の意
識を高め、日々
実践する。 
 

・職員会議等
で、校訓及び校
訓に沿ったこれ
までの取組につ
いて職員全体に
周知し、継続し
た取組の活性
化、新たな取組
の企画立案を図
る。 

Ｂ 

校訓の「共に
生きる」に関連
し、地域の行事
に参加したり、
地域の方と交流
及び共同学習を
実施したりし
て、取組を活性
化することがで
きた。 

働き方改革 
 

・業務の精選、
効率化が実施で
きたか。 
・職員の効率的
な業務遂行に関
する意識を向上
させることがで
きたか。 
 

・業務の効率化
を図るととも
に、月間超過勤
務３０時間以内
を厳守する。 

・毎月の衛生推
進委員会におい
て、時間外勤務
状況の要因と改
善策について検
討し、検討結果
を全職員と共有
する。 
・職員会議等の
会議では、事前
の企画立案を丁
寧に確認し、会
議自体のスリム
化を図る。 
・情報共有は
Teams 等を活用
し、時間削減を
図る。 

Ｃ 

・衛生推進委員
会で時間外勤務
状況の改善策を
検討し、記録を
共有したり、継
続して Teams 等
を活用し、情報
共有のための時
間削減を図った
りすることはで
きた。 
・昨年度と比較
すると月間超過
勤務時間は微減
したが、年間を
通して３０時間
を超える月の方
が多かった。 
・職員のより一
層の意識改革が
必要である。 

安全・安心な
教育環境の整
備 

・児童生徒が安
全に、安心して
学校生活を送れ
るような環境整
備、教育ができ
たか。 

・全職員が迅速
で臨機応変な対
応ができる危機
管理体制を構築
する。 
・児童生徒の防
災に対する意識
の向上や涵養を

・実際に起こり
得る場面を想定
した各種訓練を
実施し、随時危
機管理マニュア
ルの見直しを行
う。 
・各教科の年間

 
 
 
 

Ａ 

・各種訓練後に
必ず振り返りを
行い、反省の意
見を基に、危機
管理マニュアル
の見直しや修正
ができた。 
・教務部と連携



図る。 計画作成の際、
防災教育の視点
で見直しを図
る。 

し、各教科の防
災教育の視点を
まとめ、次年度
の学校安全計画
の見直しを図る
ことができた。 

・児童生徒が衛
生的で安全な環
境で学校生活を
送ることができ
たか。 

・衛生的で安全
な教育環境づく
りに務める。 

・定期的な美化
作業と日常的な
校内清掃によ
り、児童生徒と
職員で校内美化
に取り組む。ま
た、ゴミの分別
など環境 ISO に
取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 

Ａ 

・月２回の職員
清掃や毎月の美
化作業を実施
し、日常の清掃
を徹底したこと
で、昨年度以上
に校内美化に取
り組むことがで
きた。 
・ゴミの分別方
法を周知し、各
学部に分別箱を
設置したが、分
別への意識の定
着が必要であ
る。 

 ・児童生徒が主
体的に心身の健
康について考え
られる健康教育
ができたか。 

・児童生徒が自
分の身体に興味
を持ち、基本的
な生活習慣を身
に付ける。 

・健康診断時や
必要に応じて、
担任と連携して
保健指導を行
う。また、保健
便りやホームペ
ージを活用し、
保護者へ健康情
報の発信を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

・個別の保健指
導については、
担任等と連携し
て随時実施する
ことができた。
集団指導につい
ては、学校保健
計画に基づき、
更に積極的に養
護教諭も参画し
ていく必要があ
る。 
・毎月発行する
保健便りには運
動促進の動画を
取り入れ、ホー
ムページにも掲
載することがで
きた。今後は、
保健便りに関し
ての評価を行い
内容を随時見直
していく。 

 
授業の
充実 
 

 
カリキュラム
マネジメント
の推進 
 

・学部間のつな
がりを意識し教
育課程改善に取
り組むことがで
きたか。 

・次年度の教育
課程の検討や評
価の蓄積等の方
法について、校
内で共通理解を
図りながら取り
組めるよう、シ
ステムを整え
る。 

・学部での検討
についての実施
計画や評価の蓄
積方法のモデル
を作成する。 
・他学部の授業
の実施状況等を
共有する機会を
設け、学部間の
つながりを意識
した教育課程検
討に生かせるよ
うにする。 

Ｂ 

・各学部におけ
る育てたい力の
検討や教科の配
当表作成等方法
を校内で共通理
解して取り組む
ことができた。 
・学部間の接続
を意識した教育
課程編成のため
の取組を今後を
充実させていく
必要がある。 



ＩＣＴの活用 
 

・ＩＣＴ機器を
活用し、授業の
充実や校務の効
率化を図ること
ができたか。 

・ＩＣＴ機器の
効果的な活用
で、各教科等の
授業の充実や校
務の効率化を図
る。 

・定期的な操作
研修や教育向け
アプリの周知を
図り、教員のス
キルを高める。 
・職員の実践力
向上を図るた
め、校内におけ
る ICT 機器を活
用した効果的な
実践を共有す
る。 

 
 
 
 
Ｂ 

・ICT 機器やア
プリなどに関す
る職員研修によ
り、教員の ICT
活用スキルを高
めることができ
た。 
・効果的な ICT
活用に関して実
践を更に積み重
ね、共有してい
く必要がある。 

自立活動 
 

・個に応じた目
標設定と指導が
できたか。 

・実態に基づい
た個別の指導計
画を作成する。 

・自立活動目標

設定シートを活

用した目標設定

を行う。 

・自立活動目標

設定シートの作

成方法や自立活

動の具体的な指

導方法について

職員研修を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

・自立活動目標

設定シートを活

用し、個に応じ

た指導を充実さ

せることができ

た。 

・自立活動の実

践を動画で共有

し、アドバイス

し合う機会を設

けることで、自

立活動に関する

知識を高めたり

授業改善につな

げられたりし

た。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導)  

キャリア教育 
 

・キャリア教育
推進の方策に沿
った教育の実践
ができたか。 

・社会的・職業
的自立に必要な
能力や態度、主
体的に自らの進
路を選択・決定
でき力を育て
る。 

・計画的・組織
的な職場見学・
体験活動を実施
する。 
・関係機関と連
携しながら、外
部講師による授
業を実施するな
ど日々の授業に
おいて、キャリ
ア教育の充実を
行う。 
・キャリアパス
ポートの意義を
職員・保護者・
児童生徒に説明
し、活用を促進
する。 

 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

高等部１、２年
生の職場見学は
現場実習の実施
に合わせて計画
的にできた。職
業興味検査、ラ
イフプランニン
グ授業、新社会
人セミナ等の外
部講師による授
業を学年ごと必
要な時期に実施
することができ
た。キャリアパ
スポートの活用
に関しては不十
分で方策が達成
できなかった。 

進路指導 
 

・一人一人が持
てる力を十分に
発揮し、積極的
に自立・社会参
加ができる支援
ができたか。 
 

・各学部とも一
人一人の持てる
力を十分に理解
し、自立・社会
参加に向けた進
路指導・体験学
習を計画し、実
践する。 

・卒業後の自立
した生活につな
げるため、地域
での体験や見学
等を通して、生
活に必要なルー
ルの理解やコミ
ュニケーション
力の向上を図
る。 
・アフターケア
の結果を全学部
で共有したり、
「働くこと」に
関する職員研修

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

小学部では、郵
便局の見学や田
植え、稲刈り体
験等を通して働
く楽しさを学ん
だ。 
中学部では、事
業所見学や作業
学習等を通して
将来自立した生
活を送るための
力と働く上で大
切なことを知る
ことができた。
高等部では、職



を実施したりす
る。 

場見学や校内実
習、現場実習を
通して社会生活
のルールやコミ
ュニケーション
の大切さを学ん
だ。 

・積極的に職場
開拓やアフター
ケアを実践した
か。 
 

・高等部現場実
習先の開拓及び
アフターケア
（１年目：３
回、２年目：２
回、３年目：１
回の職場訪問）
を実施する。 

・卒業後の進路
に結びつく計画
的な現場実習を
実施する。 
・進路先へ定期
的に訪問し、卒
業生の状況の把
握や進路先の関
係者との連携を
図る。 

 
 
 

 
 

Ｂ 

地域ごと一般・
福祉事業所の開
拓が計画的にで
きた。アフター
ケアは当初の計
画通り実施し、
進路先やがまだ
す・きずなの担
当者と連携を図
り、卒業生のケ
アに努めること
ができた。 

 
生徒 
指導 
 

主体的な児童
生徒会、委員
会の活動を支
える組織的な
指導 
 

・生活目標や人
権教育の目標を
踏まえた、児童
生徒の主体的な
取組ができるよ
うな指導ができ
たか。 

・人権教育の目
標等に基づく生
活目標を周知
し、役員会の児
童生徒を中心と
し、各委員会の
児童生徒が充実
した活動を実施
する。 

・人権教育の目
標等に基づく生
活目標を設定
し、周知する。
合同委員会や集
会等での活動で
は、昨年度の活
動内容や反省を
元に、児童生徒
が主体的に充実
した活動ができ
るようにする。 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・役員会の児童
生徒と担当、担
任で話し合い、
生活目標や人権
教育の目標のポ
スターによる呼
びかけを行っ
た。児童生徒の
実態に合わせ、
学部集会等で役
員が主体的に伝
えることができ
るように指導し
た。 

・生活指導部を
中心として、各
学部で連携した
委員会活動、集
会等が実施でき
たか。 

・委員会活動や
集会等の円滑な
運営を組織的に
行う。 

・生活指導部員
が委員会活動等
について話し合
う内容、スケジ
ュールを明確に
し、委員会の担
当者や学部主事
と密に連携を図
る。 

 
 
 
 
Ａ 

・生活指導部を
中心として、各
委員会のチーフ
を設け、担当、
チーフ、学部間
で密に連携を取
りながら見通し
をもって円滑に
活動することが
できた。 

生活規範や交
通安全を守る
指導 
 
 

・生活規範に関
する理解を深め
る指導 
 

・児童生徒が学
校生活における
きまりを理解
し、諍いや怪我
等を防ぎ、安心
して学校生活を
送れるようにす
る。 
 
 
 
 
・生徒が主体的
に学校生活（集
団生活）を営む
ことができる。 

・教育活動全体
を通じて学校生
活におけるきま
りを守れるよ
う、主事に相談
しながら学部の
実態に合わせた
指導を行う。ま
た、生活指導部
員間で指導内容
の情報共有を行
う。 
・高等部生徒心
得に関する理解
を深め、生徒や
保護者の意見を
取り入れて改善
を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・高等部生徒心
得や長期休業中
のきまりの内容
を周知し、各学
部の実態に合わ
せた指導を行っ
た。 
・年度当初の学
部懇談で高等部
生徒指導心得に
ついて保護者説
明を行った。生
徒や保護者の意
見を取り入れて
改善を行えた。 

・交通安全に関
する理解を深め
る指導 

・徒歩、自転
車、バス等の正
しい利用の仕方
や通学時や駐車

・交通安全に関
する情報提供を
職員に適宜行
い、児童生徒の

 
 
 
 

・交通安全に関
する情報をゆう
ネット等で共有
し、確認と授業



場周辺の危険箇
所について理解
を深め、危険を
予測し、安全な
移動ができるよ
うにする。 

実態に応じた交
通安全に関する
授業実践を促
す。また、登下
校指導の徹底と
必要な協力の要
請を関係機関に
行う。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

等で伝えるよう
促した。 
・生活指導部で
作成したスライ
ドを全学部で使
用して授業実践
を行い、児童生
徒の交通安全に
関する意識を高
めることができ
た。 
・速度表示や構
内図等の工夫、
関係機関との連
絡会議等での情
報共有を行い、
連携して登下校
の安全確保に努
めた。年度初め
の交通安全の確
認を徹底した
い。 

人権教
育の推
進 

命を大切にす
る心を育む指
導 

・命を大切にす
る心を育む授業
づくりができて
いるか。 

・自分は大切な
存在であること
が分かることを
目標にした授業
実践を行う。 

・人権教育の目
標、重点目標に
基づいて実施
し、命の大切さ
や自分のよさに
ついて理解を深
める。 

 
 
 
Ｂ 

・各学部の実態
に合わせた目標
を設定して取り
組むことができ
た。今後、授業
実践が充実する
ように工夫して
行きたい。 

・心のきずなを
深める授業づく
りと職員の意識
を高める取組が
できているか。 

・自分も友だち
も大切な存在で
あると分かるこ
とを目標にした
授業実践を行
う。 
 
 
 
・職員の人権意
識を高める。 

・心のきずなを
深める月間、人
権週間の取組を
年間指導計画に
基づいて実施
し、自分や友だ
ちのよさについ
て理解を深め
る。 
・アンケートを
実施し、結果を
受けて、より意
識を高めるため
の取組を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・年間指導計画
に基づいて実施
した各学部の取
組を動画やスラ
イドで共有する
ことができた。 
また、人権集会
を実施し、児童
生徒による取組
発表を行い、理
解を深めること
ができた。 
・職員アンケー
トで職員の意識
付けはできた。
今後は、集計結
果を基にした情
報提供、研修を
していきたい。 

人権教育の理
解を深める取
組 
 
 

・教職員への理
解啓発を図るこ
とができたか。 
 

・教職員の知的
理解を深め、人
権感覚を養う実
践を行う。 

・ふれあい人権
講座等の研修参
加や研修資料の
共通理解、全職
員によるレポー
ト研修を実施
し、人権教育の
理解を深める。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

 

・全職員に研修
参加を募り、研
修の機会を設け
た。今後はより
多くの職員が研
修に参加できる
よう、早めの提
案を行いたい。 
・レポート作成
方法を簡略化
し、話し合いに
重点を置いたこ
とで、職員間で
実践の共有を深
めることができ
た。 



・地域や保護者
への理解啓発を
図ることができ
たか。 

・地域や保護者
の本校教育や児
童生徒について
の理解や関心を
深め、人権感覚
を養う実践を行
う。 
 

・交流会等の学
校行事や人権啓
発に関する文書
案内等により、
本校の児童生徒
や、人権教育の
理解を深める。 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・人権啓発に関
する文書案内、
ホームページに
よる取組報告を
行った。 
・招魂祭、門前
市等の地域の行
事への参加や、
鹿本町文化祭に
作品を出品し参
加することがで
きた。 
・学校祭等の行
事を通じて、児
童生徒の学習の
様子や作品を紹
介することがで
きた。 

いじめ
の防止
等 

いじめの早期
発見、未然防
止の取組 
 

・いじめを許さ
ない安全・安心
で優しい学校づ
くりに児童生
徒、教職員で取
り組むことがで
きたか。 
 

・特別の教科道
徳を中心とした
人権教育の授業
実践等により、
いじめを許さな
い人権感覚を養
う実践を行う。 

・自分も友だち
も大切にする態
度を人権教育の
実践を中心に育
成する。情報モ
ラルを含む、様
々ないじめにつ
いて理解を深め
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・心のきずなを
深める月間の取
組、特別の教科
道徳を中心とし
た人権教育の授
業実践を各学部
の実態に合わせ
て行うことがで
きた。 
・情報モラルを
含む様々ないじ
めについての理
解が深まるよ
う、児童生徒の
実態に合わせた
授業実践を今後
も工夫していき
たい。 

・いじめに関す
る正しい認識の
もと、日常的な
観察をとおして
いじめを未然に
防ぐ取組を学校
と保護者が連携
して行うことが
できたか。 

・教職員、保護
者のいじめに関
する知的理解を
深め、日々の丁
寧な観察や学校
の取組の発信、
家庭でのアンケ
ート調査等によ
り、学校と家庭
で連携した取組
を行う。 

・PTA 総会等
で、いじめの定
義や情報集約者
の役割について
の理解を深める
とともに、家庭
と連携した観察
等によりいじめ
に関する意識を
高め、些細な変
化も見逃さない
ようにする。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・ＰＴＡ総会で
いじめの定義、
熊本県いじめ防
止基本方針、情
報集約担当者、
学校いじめ防止
基本方針につい
て保護者周知を
行った。 
・スクールサイ
ン、相談窓口の
周知、心のサイ
ン発見チェック
リスト等の活用
により、家庭と
連携した観察、
いじめの早期発
見未然防止に努
めた。 

いじめ問題や
その対応に関
する理解を深
める取組 
 
 

・教職員の理解
を深めることが
できたか。 

・教職員の知的
理解や対応に関
する理解を深め
る職員研修や、
事例研修を行
う。 

・いじめの定義
に関する正しい
理解、情報集約
者、いじめ防止
対策委員会の役
割について確認
し、実践的な研
修をすることで
理解を深める。 

 
 
 
 
 
Ａ 

・職員研修を２
回実施し、法令
上のいじめの定
義、情報集約担
当者の役割等に
ついての理解を
深めることがで
きた。また、各
学部の事例を基
にした研修を行



い、学部を超え
て協議を行い、
考えを深めるこ
とができた。 
・学校いじめ防
止基本方針、マ
ニュアルの策定
を行った。活用
に向けて、職員
周知を徹底す
る。 

・地域や保護者
のいじめ問題に
関する理解や学
校の取組に関す
る理解を深める
ことができた
か。 

・地域や保護者
のいじめ問題に
関する知的理解
や学校の取組に
関する理解を深
めるための情報
発信を行う。 

・交流会等の学
校行事や人権啓
発に関する文書
案内等を積極的
に行う。 

 
 
 
 
Ｂ 

・掲示物、書籍
の紹介、人権啓
発等に関する文
書案内を行っ
た。また、ホー
ムページでいじ
め防止に関する
取組を掲載し情
報発信した。 

地域 
支援 
 

センター的機
能の充実 
 

・特別支援教育
への理解を深め
ることができた
か。 

・地域の小中高
等学校の教職員
に向けた啓発を
する。 

・「特別支援学
級担当者指導力
向上研修」や巡
回相談等を活用
して特別支援教
育に関する情報
を提供する。 

 
 
 
Ｂ 

・指導力向上研
修以外で、3 校
で校内研修が実
施できた。情報
提供が実践につ
ながっていくよ
う工夫したい。 

・関係機関と連
携をしながら地
域支援にあたる
ことができた
か。 

・地域特別支援
連携協議会等の
活動を通して、
地域の関係機関
と連携する。 
 

・関係機関の担
当者等と直接話
をしながら情報
収集に努め、巡
回相談等を通し
て地域の児童生
徒の支援にあた
る。 

 
 
 
 

Ａ 

・山鹿市の福祉
・療育関係の方
と連絡会を通じ
て情報交換をす
ることができて
いる。次年度
は、鹿本地域療
育センターとの
連携を更に密に
して巡回相談を
実施したい。 

一人一人の教
育的ニーズの
把握に基づい
た支援 

・校内支援の充
実ができたか。 

・児童生徒のよ
りよい支援につ
いて職員で相談
し合える体制づ
くりをする。 

・学部毎にシェ
アタイムを実施
し気軽に相談で
きる環境を作
る。 
・校内支援委員
会を年２回実施
し学校全体で児
童生徒の支援に
ついて話しあ
う。 

 
 
 
 
 

Ａ 

・児童生徒の様
子についての共
有もでき、シェ
アタイム以外の
時間でも学部内
で相談できる雰
囲気ができた。 
 

・巡回相談等で
ニーズに応じた
支援ができた
か。 

・児童生徒の実
態とねがう姿か
ら必要と思われ
る支援について
提案する。 
 
・支援後の変容
について確認す
る。 

・対象児童生徒
の実態や教育的
ニーズについ
て、事前に担任
等への聞き取り
を行う。 
・「課題検討シ
ート」を活用し
関係者と一緒に
支援方法につい
て評価し、次に
つなげる。 

 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

・事前の聞き取
りで、ニーズを
十分把握できな
いケースもあっ
た。負担感のな
い情報収集を考
えたい。 
・課題検討シー
トの作成につい
て丁寧にサポー
トする必要があ
る。 



地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 
 

地域の方々や
関係機関との
連携         
 

・地域の方々や
行政・福祉等の
関係機関との連
携を深めること
ができたか。 

・地域の方々の
協力を得ながら
「地域から学
ぶ」「地域に貢
献する」授業や
学校行事を開催
する。 

・地域の方々と
児童生徒が交流
する会を企画
し、関わり合う
ことができる活
動内容を設定す
る。 
・年間３回の学
校運営協議会を
実施し、協議会
委員のアドバイ
スを基に継続し
た取組・新たな
取組を推進す
る。 

Ｂ 

・近隣の学校や
地域の方々と児
童生徒が交流す
る行事を企画し
て実施した。お
互いが関わり合
う姿が多く見ら
れた。 
・学校運営協議
会では、毎回関
係機関に関する
アドバイスをい
ただいた。連携
を深めていきた
い。 

理解啓発・情
報発信 
 

・地域への学校
の取組等の啓発
や情報発信を行
うことができた
か。 

・学校の取組に
ついて地域への
情報発信を年間
複数回実施す
る。 

・学校の取組や
行事の連絡等に
ついて、山鹿市
に依頼し、広報
誌で発信する。 
・活動の様子を
映した写真等を
ホームページに
掲載し、理解啓
発を推進する。 

Ｂ 

特にホームペ
ージを通して、
日々の活動の様
子を発信した。
また、ホームペ
ージを更新する
度に保護者に通
知したことで、
閲覧数が飛躍的
に増加した。更
に地域への発信
方法を工夫する
必要がある。 

 
 

４ 学校関係者評価 

（１）学校評価アンケート（保護者）結果 

ア 回答率 １００％（６９／６９） 

イ 「そう思う」「ややそう思う」を合わせた割合（全１６項目） 

割合（％） 80％未満 80％以上 

90％未満 

90％以上 

95％未満 

95％以上 

100％未満 

100％ 

項目数 0（項目） 4（項目） 7（項目） 4（項目） 1（項目） 

【100％の項目（高い評価の項目）】 

この項目は2年連続であった。 

○教室や校舎内外が整理整頓され、清潔で安全な学習環境づくりができている。 

【95％以上100％未満の項目（高い評価の項目）】 

2年連続かつ上昇しているものは３項目あった。 

○子どもは健康で安全な生活を送っている。 

○子どもは、学校に行くことを楽しみにしている。 

○子どもの学校生活の様子が通信（便り・連絡帳）や学級懇談等でよくわかる。 

【80％以上90％未満の項目（他の項目に比べ低い評価の項目）】 

○教師は、特別支援教育に関する専門的な知識や指導力を身に付けている。 

昨年度より12％低い評価であった。内訳は、そう思うの割合自体は2％増えているが、あまり

そう思わない、わからないの割合が合わせて14％増加した。 

○進路に関する情報提供や相談支援が適切に行われている。 

「そう思う」の評価自体は１２％上昇しており、学部間の差もあまりなかった。 

○教師は、いじめを許さない姿勢を持ち、いじめ等を発見したときは適切に対応している。 

○特別支援教育や学校の教育活動について、地域住民から理解が得られるよう、理解啓発に努

めている。 

（２）学校評議員会での意見 

・保護者アンケート及び職員アンケートを比較すると、AとBを合わせたパーセンテージが双方8

0％以上となっているのは、かもと稲田支援学校に対する意識は高いことが分かった。非常によ

い結果だと思う。 

・学校教育目標と４点の重点目標実現のため、より高い専門知識や指導技術を高め、適切な指



導に生かせるよう校内研修等に全職員励んで実践されている。これは自己評価総括表からも窺

える。  

・子どもたちが学校が大好きだといっている。送迎時に見る先生方の表情や連携、学校の雰囲

気がよい。保護者、関係機関、学校がどのように子どもの育ちを捉え､目標設定しているのかと

いう情報の共有や連携が大切だと思う。 

・まず何といっても学校の雰囲気が良い。日頃見ていて、先生方が「良い学校を作ろう」「良

い授業（教育）をしよう」「子どもたちが喜ぶ、楽しむ活動を一緒にしていこう」という思い

で一生懸命取り組んでおられる様子が伝わってくる。先生方には､一つ一つの教育活動の成果を

積み上げながら楽しんで学校の歴史作りをしていってほしいと思う。 

・「教師は、特別支援教育に関する専門的な知識や指導力を身に付けている。」の項目におい

て、専門性を高めるためには地道に実践研究を積んでいくしかない。 

・特別支援教育に関する専門的な知識や指導力や授業内容等、交流教育、地域への理解啓発に

ついて、職員に意識の差が見られるが、意識改革を重点的に話し合い､お互いが切磋琢磨するこ

とがよい方向に繋がるのではないか。 

・手をつなぐ育成会の関係で山鹿市就学支援委員会や会議などで小中学校の特別支援学級の先

生方と接する機会がある。本校は重点目標の一つとして「センター的機能を生かした地域の特

別支援の充実」を掲げられているが、本校が各校を回る巡回指導等の実践により、義務制の先

生方の意識改革と指導力の向上が見られた１年間であったように感じている。令和４年度から

幼稚園の訪問をしておられるとのことで､本校が情報の積極的発信をされていることで、山鹿市

の特別支援教育の専門性向上に繋がっている。今後も、山鹿市の特別支援教育のセンター校と

しての充実を図り発展してほしい。 

・センター的役割への期待。今後も小中学校の特別支援学級の教育に折々にアドバイスをした

り、進路の選択肢として情報を提供してほしい。高等学校にも療育手帳を持っている生徒が年

々増加しているので、がまだすや特別支援学校が就労に向けて段階的に積み上げて就労に結び

つけているやり方を高校が学べるようにしてほしい。 

・本校は高等部卒業後の就労を見据えての教育をされている。卒業後の就労は親の最たる関心

事である。先生達の負担は大きくなるが、就労と就労した後のフォローをどう取り組むかは今

後の大きな課題である。本校で学んでよかった、就労後も相談できる､相談できる体制がある､

そんなモデル的学校に成長すれば素晴らしいなと考える。 

・地域の行事への参加や山登りなどに積極的に取り組まれており、これらの取組は児童生徒に

自信や挑戦する力を育んでいる。そして、地域への理解啓発に繋がっている。 

・年配の方が多いという実情を踏まえて、現在行われている体育館使用の地域開放や新聞等へ

の記事などよいと思う。これらにより学校の知名度は上がってきていると思うが、コロナが下

火になったら､直接対面でふれあえる活動を企画してもらい､かわいい子どもたちと頑張ってい

る先生方を知ってほしいと思う。 

・理解啓発、センター的機能、地域や関係機関との連携などトータルな成果を期待して公開授

業研究会や実践研究発表会を開いてほしい。 

・子どもたちはもちろんだが、職員も職場が楽しくて学校に早く学校に行って子どもと触れ合

いたいという環境づくりが必要である。先生方のチームワークを学校でどう作っていくのかと

いうことが学校現場を考えたときに大事なことであると思う。年代毎の意思統一、横の繋がり

を作ったり、若手に助言や相談にのれる中間、ベテランの存在が必要だったりすると思う。 

 

５ 総合評価 

（１）本年度の学校教育目標について 

地域の方からの申し出によるボッチャを通した交流が２件、地元行事への参加が２件、

鹿本中学校、鹿本高校や鹿本農業高校、鹿本商工高校との交流学習がスタートしたり、地域

の伝統工芸や地域の公共施設で様々な学習に取り組んだりするなかで、互いを知る機会とな

り、地域社会で生きていく礎を作ることができつつある。 

（２）本年度の重点目標について 

ア 安全・安心で優しい教育環境づくり 

 危機管理マニュアルの作成、訓練、訓練後の討議、見直しを行い、危機管理意識を高める

ことができた。また、バス会社と連携し子ども置き去り防止等に素早く取り組み、安全・安

心な登下校をすることができた。 

イ 学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 

 ICT機器研修を行いiPadや電子黒板等の基本的な操作を理解し、教師、生徒共に授業で積



極的に活用することができた。教育課程改善のシステムも各学部ごとは整えられてきた。 

ウ 地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 

   地域の公共施設や産業、伝統文化工芸について地域の方の協力を得ながら、地域のこと

を学ぶことができた。 

エ センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 

指導力向上研修以外で、3校で校内研修が実施できた。また、山鹿市の福祉・療育関係の方

と連絡会を通じて情報交換をしながら地域の幼児、児童生徒の支援ができた。進路指導部会

においても障がいのある生徒への就労支援について情報を発信することができた。 

（３）自己評価総括について 

「働き方改革」のみ、C 評価であった。様々な取組を行い、昨年度より月間超過勤務時間は

微減したが、年間を通して３０時間を超える月の方が多かった。「安全・安心な教育環境の

整備」「主体的な児童生徒会、委員会の活動を支える組織的な指導」「いじめ問題やその対

応に関する理解を深める取組」の項目においては A 評価のものがあった。これらの取組を次

年度における２校舎制による課題に生かせるようにしたい。「地域の方々や関係機関との連

携」「理解啓発・情報発信」については、近隣の学校や地域の方々と児童生徒が交流する行

事の実施や地域の行事への参加を新たに実施できた点はよかったが、情報発信、双方やりと

りの工夫が更に必要である。    

 

６ 次年度への課題・改善方策 

（１）職員の専門性の向上 

特別支援教育に係わる基本的指導力､授業力の向上を目指し、各職員の経験年数やニーズ

に応じた研修内容を計画的に設定する。また、自立活動におけるICTを活用した気づきの共

有、学びの共創による指導力を高める研修を継続する。これらを効果的に行うために、エン

パシーに基づいた職員同士の良好な関係作り、組織作りを行っていく。 

（２）新たなPTA活動及び同窓会活動の創造 

学校への関心が高く協力的な保護者が多い。「できるときに できることを できる人が

楽しみながら」学校運営に携わることのできるPTA活動の仕組作りと運用を行っていく。ま

た、菊池支援学校山鹿分教室の卒業生も含め、同窓生とその保護者の拠り所となるような同

窓会活動を創り上げていく。 

（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 

より一層、地域住民や地域の学校との交流活動や交流学習、地域資源を活用した校外学

習等を充実させていく。また、地域の方の声を反映させながら本校や特別支援教育の情報発

信と理解啓発に努めていく。その際、紙媒体での発信や山鹿メイトの活用等、地域の実情に

応じた発信・意見収集の仕方を工夫する。 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 

地域の特別な支援を有する児童生徒の学校生活や進路学習等が充実したものとなるよう

に、ニーズに応じた研修や巡回相談、情報提供を行う。 

（５）働き方改革の推進による超過勤務時間の縮減 

    会議の効率化やＩＣＴ機器を活用した校務の支援、教材の共有化等の工夫、繁忙期に合わ

せた時間割の工夫・時間の確保を行う。職員のより一層の意識改革を図るため、主体性を大

切にした若手職員中心のプロジェクトチームを編制し、改革を進めていく。 

 
 


